（解　説　版）　宮城県社会福祉士会
　　　　大規模災害時の対応ガイドライン
平成20年１2月１日制定


第1章　　目的

　このガイドラインは、宮城県社会福祉士会（以下「本会」という。）の担当が、大地震等の大規模災害（以下「災害」という。）発生時に取るべき対応について、基本的行動指針を定めることを目的とする。


第2章　　ガイドラインの性格

　このガイドラインはあくまで取るべき対応についての参考指針となるものなので、臨機応変の対応が必要とされる災害時対応では、必ずしもこのガイドラインによる対応に固執した硬直的な対応に陥ることがないよう、その状況に応じた柔軟な対応を第一の指標とする。


第3章　　災害直後の対応（災害発生当日～３日目）

第1条　個別緊急対応

1 災害発生時においては、まず何よりも自分と家族、職場においては職場の中での安全確保と安否確認を優先する。


2 　事務局職員は、事務所における被害状況を把握し、初期消火、負傷者の救出救護等必要な対策の後、状況に応じ事務所よりすみやかに避難し、事務局長へ状況報告する。

3 　連絡方法については、一般電話回線が使用できない場合は、携帯電話、または携帯電話メール、eメールを通信手段とする。

第2条　宮城県社会福祉士会災害支援本部の立ち上げ

1 会長、副会長、事務局長、災害支援委員長が互いに連絡を取り合い、災害支援本部（以下「支援本部」という。）を立ち上げる。

2 すみやかに会長、副会長、事務局長、災害支援委員長を中心として支援本部による会議をもち、当座の対応についての基本方針と必要な具体的行動案（例えば被災地生活支援活動、義援金募集等）を策定する。

3 　支援本部は、事務所として使用する事ができない場合を除き、ＰＲＯＰ三条館にその拠点を置く。

4 　支援本部長は会長が、副本部長は副会長が担当する。

5 　事務局長は、情報の連絡調整窓口としての役割を担い、総合的に情報を収集し、理事、及び主務官庁（宮城県長寿社会政策課）や関連団体等との連絡調整を行う。
あわせて支援本部を設置したこと、及び被災者への支援を行っていく用意があることを伝える。


6 支援本部は、立案した基本方針と具体的行動案を全理事へ伝達し、必要に応じ
行動のための指示を行う。


第4章　　初期対応

第3条　災害状況等の情報収集

1 　事務局は、テレビ、ラジオ、インターネット等を通じ災害に関する情報収集に努め、支援本部へ報告する。

2 　本会の会員は、安否確認のため災害時、近隣からの情報を収集し必要に応じて事務局へ報告をする。


3 　支援本部は、市町村等の行政による災害対策本部や社会福祉協議会による災害ボランティアセンターと連絡をとる。


4 　本会が支援本部を設置したことを関係機関へ告げ、行政が計画する必要な災害対策について状況把握に努める。


第4条　被災者支援対策の基本方針

1 　行政へまず協力することを連絡し、行政からの具体的支援要請を受けて動くということを基本方針とする。これにより合理的に行動することが可能になる。行政への通知は、本会の公文書として発信する。

2 　災害時、災害ボランティアセンターを設置するなど地域支援の中核を担うことになる社会福祉協議会との連携に関しては、行政同様、協力できる旨の連絡を宮城県社会福祉協議会もしくは市区町村社会福祉協議会に対し行い、具体的支援要請を受けて動くこととする。


3 　手探り状態で災害現場に飛び込むことは、むしろ支援者の統率（指揮命令系統）に悪影響を与え、被災者へも迷惑を及ぼすことにつながる可能性が強いため控える。


4 　本会ができることは、相談援助を業とする社会福祉士であることから、例えば避難所の高齢者・児童・障害者世帯への面接や相談、生活ニーズの把握、関係機関への橋渡し、あるいは福祉相談員の派遣といったいわゆる災害ソーシャルワーク活動の内容になるが、行政からの要請に基づき、都度対応していく。

5 　いわゆる瓦礫の片づけといった人的応援については、会員が臨機応変に独自で行う場合を除き原則として行わず、基本的に、行政から支援要請を受けた自衛隊等に任せる。

6 　本会が行う統一した行動に際しては、対応者は本会の「宮城県社会福祉士会」が記載されているネームプレートもしくは腕章など第三者から見て社会福祉士会から派遣されていることを認識しやすいよう必ず着用するとともに、会員証を携帯する。

第5条　行政等との連絡調整

　支援本部は、まず行政に対し本会ができる支援内容を告げた上で、行政からの支援要請を受ける。これに基づき、対策本部にて具体的な支援策を策定し、行政へ連絡し行動に移す。

第6条　日本社会福祉士会本部との連絡調整

1 　支援本部は、初期対応の内容を含め状況をすみやかに社団法人日本社会福祉士会本部事務局へ連絡し、必要に応じ支援を要請する。

2 　支援本部は、必要に応じ、日本社会福祉士会のホームページを活用し義援金の募集等の対策を全国社会福祉士会会員へ呼びかける。

第5章　　災害復旧時以降の対応に向けて
第7条　災害支援活動協力員名簿
1 本会は大規模災害時、被災地への支援依頼があった場合には、迅速かつ円滑に人員を確保できるよう、平時においてあらかじめ災害支援委員会が「災害支援活動協力員名簿」を作成するものとする。

②　「災害支援活動協力員名簿」は、事務局ならびに災害支援委員長で管理し災害時の協力要請以外は名簿の活用はせず、事務局内および災害支援委員長が管理し個人情報の取り扱いに細心の配慮を行うものとする。


③　「災害支援活動協力員名簿」は、災害支援委員会を中心に２年おきに登録されている当会会員の名簿登録の更新の意向調査、毎年の新規名簿登録の手続きなど名簿の整理を行う。


第8条　会員への報告と協力要請

1 本会が行う支援対策内容は、本会ホームページや事務局通信を通じて会員へ都度報告し、必要に応じ協力が可能な会員を「災害支援活動協力員名簿」などを活用しながら募集し具体的な協力を要請する。


2 本会が行った支援内容及びその実績については、災害支援委員会を中心に統計的に整理し、日本社会福祉士会本部及び会員へ後日報告する。

第6章　　県内の災害支援対応および他県での災害支援対応について

第9条　会員の派遣方法と経費の支弁について
①　隣県などで大規模災害が起きた場合には、災害支援委員長および事務局で情報収集を行うとともに、他支部より本会へ社会福祉士会員の災害支援の派遣依頼があった場合には、事務局及び災害委員長が管理する「災害支援活動協力員名簿」を活用し、名簿登録されている会員の中から中心に支援協力の可否を確認していく。　

2 　当会会員が派遣依頼に基づいて宮城県内もしくは隣県などにおいて災害支援活動を行う場合には、本会より現地との往復にかかる交通費を支弁することとする。それ以外の必要な経費については、基本的には支弁しないものとするが、状況に応じて都度事務局側で判断して行うこととする。また、安全に被災地に向かう為の交通手段等の方策を事務局もしくは支援本部で講じる。


3 　当会会員が災害支援活動を行う場合には、県内外の活動を問わず安全管理のためボランティア保険に加入する。ボランティア保険への加入は、事務局が市区町村災害ボランティアセンターと連携を図り加入手続きを進める。


第10条　他支部との連絡調整について　
1 　他県に本会会員を災害支援活動員として派遣している場合には、事務局は他支部との連絡窓口として連絡調整を行うこととして、必要に応じ災害支援委員長と連絡を取りながら、派遣している会員の状況を把握していくこととする。
2 　他支部から宮城県内にボランティアの応援があった場合には、他支部との確認の上、当ガイドラインに準じて対応をする。

（解説）社団法人福岡県社会福祉士会のガイドラインを参考に宮城社会福祉士会の実情に沿うような形で設計を行っているのと、独自の項目を追加した形になっています。








（解説）大規模災害とは、とりわけ地震、水害、台風、大火、感染症等による被害を受け通常の生活を送ることが困難になっている状況下のことをいいます。





（解説）つまり基本はその状況に応じ柔軟に対応しようということです。このガイドラインはひとつのノウハウを蓄積していく道具ということになります。








（解説）災害直後から3日目としたのは、宮城県社会福祉協議会「災害ボランティアセンター設置運営の手引き」、仙台市精神保健福祉総合センター（はあとぽーと仙台）「災害時メンタルヘルス支援マニュアル（専門職員用）などを参考に期日を3日と位置づけしています。








（解説）まずは身のまわりの安全確保などを優先します。





（解説）宮城県社会福祉士会の拠点はPROP三条館ですので、事務局機能を果たしていくためにも事務所の確認は必要になります。また、研修等でPROP三条館内に会員等が滞在している場合には、安否状況を確認します。





（解説）インターネットでのメールは連絡が取りやすい状況です。





（解説）有事の対応という事で、通常の事務局とは別に「災害支援本部」を立ち上げることで、関係機関に対し連絡対応窓口の周知を図ります。情報連絡体制は1人ではなく、複数で対応できる仕組みとして「支援本部」を設置します。





（解説）会議はその実情に応じて必ずしも一ヶ所に集まる方式は取らず、電話等の通信手段での会議でも可能とします。その際には、被災状況など現状の情報収集を行い、正確な情報を迅速に把握します。





（解説）上記③④⑤の役割分担は基本的には上記の通りとするが、状況に応じて、支援本部内で役割分担ももちろん可能です。





（解説）これについては、実際の活動を行ってみて効率的な運営を行うのが良いと思います。





（解説）上記①②は県内の災害に関する情報を事務局へ集約するという目的で書かれています。





（解説）被災地の自治体、関係機関に対し、災害ボランティア派遣の必要性の有無とボランティア派遣の準備ができることを伝えます。





（解説）災害ボランティア派遣要請はおそらく行政経由で依頼されることが予測されるので、どういった支援が必要かなど状況把握は必要になります。





（解説）上記①②については、行政と社協と連携しながら支援の準備を行っていくことになると思います。





（解説）正義感に駆られて衝動的な行動を起したりする事は、現場の混乱に結びつきやすいばかりか、自らも何らかの事故に巻き込まれる可能性もあるので控えます。





（解説）この文面をもって社会福祉士は災害時に専門職として、専門的な関わりを行っていくという証明になります。参考として新潟県中越沖地震における新潟県社会福祉士会への新潟県からの依頼は、「健康福祉ニーズ調査」「健康福祉現地本部」「高齢者総合相談」への従事への依頼でありました。








（解説）ここでいう「会員が臨機応変に独自で行う場合」とは、人的応援をしなければ、相談支援に支障が起こりえる場合や、生命、身体の安全を確保する場合などが考えられると思います。





（解説）被災地の現場は、大人数が出入りしている状況である為、活動支援にあたっている者が何者かを他者に明示しておく必要があると思います。





（解説）第４条①の基本方針の再確認となります。要請依頼が着たら速やかに派遣会員の確保、ボランティア保険への加入などの準備にとりかかります。





（解説）上記①②の日本社会福祉士会の組織的な活動が必要になる場合には、積極的に活用することも考えられます。本部でも現在、災害対応のガイドラインを支部と連携した形での作成を進めている状況なので、①②の項目については今後、本部の動きと連動して内容が変更してくる可能性があります。









































（解説）名簿登録できる者は宮城県社会福祉士会会員を対象として、登録にかかる費用は無料とします。





（解説）今後の適切な名簿運用、更新等にあたり、「運用の手引き」（別紙）を参考に運用いたします。





（解説）いかに名簿が鮮度ある活用しやすいものにするかは定期的な見直しが必要になると考えられます。





（解説）会費を基に委員会活動を行っている以上、会員に対し説明する必要があると考えられます。





（解説）活動実績をノウハウとして蓄積していくためには、振り返り作業が必要となると考えます。





（解説）隣県などで災害が起こった場合には、応援依頼を待つだけでなく、積極的に現地の状況などの情報収集を行うことも必要です。いざ応援要請があった場合にも、速やかに対応できる仕組みづくりとして、名簿の活用は有効であると考えます。





（解説）災害支援活動にかかる費用のことですが、本会からは財政上、交通費や保険料（予定ではボランティアセンター側で負担）の支給を想定しており、義援金等で活動経費を充当される場合を除いて、その他は自弁していただくことになると思います。参考として、新潟県中越沖地震の時は、新潟県から、新潟県社会福祉士会に対して災害支援にあたるための通行の便宜を図る為に通行券を発行し、高速道路を無料で使用できる手続きを行いました。また、車を使用の場合には、１ｋｍ１５円の支給（ガソリン高騰前）がありました。その他、日当１、０００円が支給されたようです。





（解説）「保険の種類と補償内容」について


～「仙台市社会福祉法人　仙台市社会福祉協議会　仙台市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」、社会福祉法人　宮城県社会福祉協議会みやぎボランティアセンターより参照～


「天災付きプラン」　保険料：670円


傷害保険により、被災地で活動者本人がけがをした場合の入院・死亡リスクに対応。


賠償責任保険により、活動中に他人にけがをさせてしまう・他人の物を壊してします等の賠償リスクに対応。


通常のプランでは補償されない、地震（余震）が起因となる傷害も補償される（賠償は免責）。


受付時のボランティア自身による記名名簿（ボランティア受付用紙）をもって保険加入台帳とする。（受付用紙記入をもって保険の加入及び適用となる）。


市町村災害ボランティアセンターが設置され、受付を行った市町村内の活動のみ対象である。保険の適用は加入した市町村災害ボランティアセンター閉所まで有効となる（閉所と同時に無効である）。


保険料の負担は、市町村ボランティアセンター側で負担の予定である。





（解説）宮城県社会福祉士会会員として活動を行っているので、状況把握は電話等で適宜行っていきます。また、条文には明記していませんが、他支部から宮城県内にボランティアの応援があった場合には、他支部との確認の上、当ガイドラインに照らして対応するものとします。
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